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研究要旨 

【背景】勤務義務を伴う医師養成政策は、医師不足地域への医師配置を支える重要な政策

手段である。勤務義務を有する医師の政策上の医師不足地域等における年間勤務月数は把

握されつつあるが、一定期間以上勤務する医師の特徴や関連要因は十分に明らかでない。 

【目的】2022 年度に勤務義務を有していた全国の医師を対象に、政策上の医師不足地域等

で 6か月以上勤務することに関連する要因を明らかにする。 

【研究デザイン】都道府県医師確保担当部署への調査票調査に基づく全国横断研究。 

【対象、セッティング】2022 年度（2022 年 4月から 2023 年 3 月までの 1年間）に各都道

府県に対する勤務義務を有していた自治医科大学卒業医師および地域枠卒業医師を対象と

した。勤務状況、個人属性および勤務義務期間中の主たる診療領域に関する医師単位のデ

ータを、全国 47都道府県の医師確保担当部署を通じて収集した。 

【方法】 本研究では、医師少数二次医療圏に所在する医療機関、または各都道府県が医

師確保対策上、医師不足地域等に位置づけた医療機関での勤務を、政策上の医師不足地域

等での勤務と定義した。主要アウトカムは、2022 年度に政策上の医師不足地域等で合計 6

か月以上勤務したこととした。都道府県分類、性別、医師経験年数、休職歴、卒業区分、

主たる診療領域などとの関連を二項ロジスティック回帰分析で検討した。 

【結果】 全国 47都道府県すべてからデータを収集した（回収率 100%）。解析対象 8,104

名のうち、勤務月数を評価可能であった 7,921 名を主要アウトカムの解析対象とした。こ

のうち、3,510 名（44.3%）が政策上の医師不足地域等で 6か月以上勤務していた。多変量

ロジスティック回帰分析では、医師多数都道府県と比較して、医師少数都道府県および医

師中程度都道府県に属することが、6か月以上勤務と独立して関連していた。個人・キャ

リア要因では、男性、医師経験年数 7 年以上、休職歴なし、自治医科大学卒業医師である

ことが有意な正の関連を示した。主たる診療領域では、総合診療（aOR 2.40）が最も高い

オッズ比を示し、次いで整形外科（aOR 1.71）、内科（aOR 1.65）、泌尿器科（aOR 

1.62）、小児科（aOR 1.48）、外科（aOR 1.30）が有意な正の関連を示した。 

【結論】勤務義務を有する医師が政策上の医師不足地域等で 6か月以上勤務することは、

都道府県分類、卒業区分、医師経験年数、休職歴、性別、および主たる診療領域と関連し

ていた。医師不足地域等への医師配置を評価・設計する際には、地域間の医師数の再配分

だけでなく、制度区分、キャリア段階、ライフイベント、主たる診療領域を含めた多面的

な視点が重要である。 
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A. 研究目的 

保健医療人材の地理的偏在は、多くの国で

医療アクセスの公平性を損なう重要な政策

課題である（文献 1）。日本においても、

医師の地域偏在は長年の課題であり、都市

部と地方部の間で医師数や年齢構成の格差

が拡大していることや、医療需要を考慮し

た医師分布の公平性に課題があることが報

告されている（文献 2, 3）。このような背

景のもと、厚生労働省は都道府県および二

次医療圏別に、医師偏在指標に基づき医師

少数区域および医師多数区域を設定し、医

師確保計画を通じて地域ごとの医師確保対

策を進めている（文献 4）。医師偏在是正

を目的とした代表的な政策手段として、自

治医科大学制度および地域枠入学制度があ

り、これらの制度では、卒業後に出身都道

府県等で一定期間勤務することが求められ

ている（文献 5）。 

しかし、勤務義務を有する医師のうち、ど

のような医師が政策上の医師不足地域等で

一定期間以上勤務しているかについては、

十分に明らかにされていない。政策上の医

師不足地域等には、国の医師偏在指標に基

づく都道府県・二次医療圏単位の区域区分

に加え、都道府県が地域の医療ニーズ、医

療機関へのアクセス、継続的な医師確保の

困難さなどを踏まえて位置づける医師少数

スポット等が含まれうる（文献 4）。ま

た、勤務義務を有する医師の地域での勤務

継続の意向には、研修環境への満足度、生

活状況、キャリア形成支援、診療領域への

関心などが関連しうることが報告されてい

る（文献 6）。したがって、政策上の医師

不足地域等への勤務実態を検討する際に

は、都道府県分類や二次医療圏分類に加

え、都道府県ごとの医師確保対策上の位置

づけ、および医師経験年数、休職歴、卒業

区分、主たる診療領域などの個人・キャリ

ア要因も考慮する必要がある。 

われわれは関連研究において、2022 年度

に勤務義務を有していた医師 8,104名を対

象に、政策上の医師不足地域等における年

間勤務月数を全国規模で定量化した。同研

究では、医師少数二次医療圏に所在する医

療機関（A）での年間勤務月数は医師少数

都道府県で最も長かった一方、医師少数二

次医療圏の医療機関（A）を除いた都道府

県指定の医師不足地域等の医療機関（B）

を加えた A+Bでの年間勤務月数は、医師中

程度都道府県で最も長かった（文献 7）。

この結果は、勤務実績の評価には、全国一

律の医師偏在指標に加えて、都道府県ごと

の医師確保対策上の位置づけを考慮する必

要があることを示している。しかし、関連

研究は、政策上の医師不足地域等における

年間勤務月数を都道府県分類別に記述・比

較することを主目的としており、一定期間

以上勤務した医師の個人・キャリア要因ま

では検討していなかった（文献 7）。 

そこで本研究では、関連研究（文献 7）と

同一の調査で得られた医師単位データを用

い、2022 年度に勤務義務を有していた医

師を対象に、政策上の医師不足地域等で 6

か月以上勤務することに関連する要因を検

討した。具体的には、都道府県分類を政策

的背景として位置づけたうえで、医師経験

年数、休職歴、卒業区分、主たる診療領域

などの個人・キャリア要因との関連を明ら

かにすることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

（1）研究デザイン 

本研究は、全国 47都道府県の医師確保担

当部署を対象とした全数調査に基づく全国

横断研究である。調査票では、2022 年度

（2022 年 4月から 2023 年 3 月まで）に各

都道府県に対する勤務義務を有していた医

師について、勤務状況および個人属性に関

する医師単位の回答を求めた。調査は、

2024年 11 月から 2025 年 1 月にかけて実

施した。本研究では、関連研究（文献 7）

と同一の調査で得られた医師単位データを

基盤とした。関連研究では、政策上の医師

不足地域等における年間勤務月数を都道府

県分類別に記述・比較したのに対し、本研

究では、政策上の医師不足地域等で 6か月

以上勤務したか否かを主要アウトカムとし

て、その関連要因を検討した。 

 

（2）対象・セッティング 

本研究の対象は、自治医科大学卒業医師お

よび地域枠卒業医師のうち、2022 年度に

各都道府県に対する勤務義務を有していた
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医師（以下、「勤務義務を有する医師」）と

した。対象者の抽出およびデータ収集のた

め、全国 47都道府県の医師確保担当部署

に調査票を送付し、各部署が把握する勤務

義務対象医師について医師単位の回答を得

た。 

調査票では、各医師の卒業区分、勤務義務

を負う都道府県、年齢、性別、医師経験年

数、休職歴、医師臨床研修医区分、勤務義

務期間中の主たる診療領域、および 2022

年度中の勤務医療機関と勤務月数に関する

情報を収集した。厚生労働省が公表した

2022 年度の都道府県別医師偏在指標に基

づき、各都道府県を医師少数都道府県、医

師中程度都道府県、医師多数都道府県の 3

群に分類した。また、同年度の二次医療圏

別医師偏在指標および各都道府県による医

師確保対策上の位置づけに基づき、関連研

究と同様に、勤務先医療機関を以下の 3区

分に分類した（文献 4, 7）。 

 

A：医師偏在指標に基づく医師少数二次医

療圏に所在する医療機関 

B：Aには該当しないが、各都道府県が医

師確保対策上、医師不足地域等に位置づけ

た医療機関 

C：Aおよび Bのいずれにも該当しない医

療機関 

 

これら 3区分は互いに排他的であり、各勤

務先医療機関は A、B、Cのいずれかに分類

した。Bは全国一律の基準で定義された区

域ではなく、各都道府県が医師確保対策上

の必要性に基づいて位置づけた医療機関で

ある。本研究では、Aまたは Bに該当する

医療機関での勤務を、政策上の医師不足地

域等での勤務と定義した。Aおよび Bに該

当する医療機関での勤務月数を合計し、政

策上の医師不足地域等での総勤務月数を算

出した。 

勤務月数は、5日/週勤務または常勤勤務

を 1.0 か月とする常勤換算月数として算出

し、同一月に複数の医療機関で勤務してい

た場合には、週あたりの勤務日数に基づい

て按分した。勤務月数は 0〜12 か月の範囲

で算出し、0か月は当該区分での勤務がな

かったことを示す有効値として扱った。都

道府県医師確保担当部署から勤務月数不明

として回答された医師は、政策上の医師不

足地域等での総勤務月数を判定できないた

め、主要アウトカムの解析対象から除外し

た。勤務日数または常勤・非常勤の別が得

られず、月単位で勤務先のみが報告された

場合には、報告された医療機関で 1.0 か月

勤務したものとして扱った。休職期間や年

度途中の勤務義務開始・修了については、

2022 年度中に実際に勤務義務を有してい

た期間における勤務月数を集計した。 

 

（3）医師偏在指標 

医師偏在指標は、厚生労働省が医師確保計

画における医師偏在対策のために用いる指

標であり、都道府県別および二次医療圏別

に算定される。2022 年度の医師偏在指標

は、47都道府県および全国 335二次医療

圏を対象に算出され、地域ごとの医療需

要、将来人口、患者の流出入、へき地等の

地理的条件、医師の性別・年齢分布等を踏

まえて、医師少数区域および医師多数区域

の設定に用いられる（文献 4）。なお、本

指標は医師の絶対的な充足状況ではなく、

地域間の相対的な偏在状況を示す指標であ

る。 

 

（4）説明変数およびアウトカム 

解析に用いる変数は、各都道府県から全国

規模で収集可能な情報であること、および

厚生労働省が実施している医師届出票の調

査項目との整合性を踏まえて選定した（文

献 8）。背景特性および単変量解析で検討

した変数は、2022 年度医師偏在指標に基

づく都道府県分類、性別、年齢、医師経験

年数、休職歴、医師臨床研修医区分、卒業

区分、および主たる診療領域とした。 

主たる診療領域は、日本専門医機構の基本

19領域に基づき、各都道府県が把握して

いる勤務義務期間中の主な診療領域として

回答された 1領域とした。勤務義務を有す

る医師に対する運用は都道府県により異な

るため、この変数には、都道府県による配

置・勤務依頼上の診療領域を反映する場合

と、医師本人が選択した診療領域を反映す

る場合が含まれる。したがって、本研究に

おける主たる診療領域は、専門医資格、医

師本人の将来的な希望診療科、または診療

科標榜そのものを直接示すものではない。



 34 

複数回答は許容されておらず、各医師は 1

つの主たる診療領域にのみ分類された。 

主たる診療領域は相互排他的な名義変数で

あり、各医師はいずれか 1つの診療領域に

のみ分類された。本研究では、各診療領域

と 6か月以上勤務との関連を領域別に評価

するため、主たる診療領域を診療領域ごと

のダミー変数として扱った。したがって、

1人の医師が複数の診療領域に同時に該当

するものとして扱ったわけではない。 

主要アウトカムは、2022 年度に政策上の

医師不足地域等で合計 6か月以上勤務した

こととした。本アウトカムは、勤務義務の

履行全体や長期的な地域定着を示すもので

はなく、2022 年度内に政策上の医師不足

地域等で一定程度継続して勤務したことを

示す操作的な指標として設定した。6か月

以上という閾値は、1年間の半分以上を医

師不足地域等で勤務したことを示し、地域

医療提供への一定程度継続した関与を反映

する基準として解釈しやすいと考えたため

である。さらに、医師少数区域経験認定医

師制度において、医師少数区域等に所在す

る病院等での 6か月以上の診療従事が認定

要件として採用されている点も考慮した

（文献 9）。 

 

（5）統計解析方法 

まず、対象者の基本属性を記述した。カテ

ゴリ変数は度数および割合で、連続変数は

平均値および標準偏差、または中央値およ

び四分位範囲で要約した。主要アウトカム

と各変数との関連を評価するため、単変量

解析を行った。カテゴリ変数の比較にはχ

²検定を用い、期待度数が 5未満のセルを

含む場合には Fisherの正確確率検定を用

いた。 

年齢および医師経験年数については、記述

および解析上の分類を目的として、6か月

以上勤務の有無をアウトカムとした ROC曲

線解析を行い、Youden’s indexに基づい

てカットオフ値を設定した。この解析は、

年齢および医師経験年数を解釈しやすいカ

テゴリーとして扱うための探索的手続きで

あり、主要アウトカムである 6か月以上勤

務の閾値設定には用いなかった。 

多変量解析では、政策上の医師不足地域等

で 6か月以上勤務したか否かを従属変数と

し、二項ロジスティック回帰分析を行っ

た。説明変数として、政策上重要な背景因

子である 2022 年度医師偏在指標に基づく

都道府県分類を強制投入した。変数選択の

候補には、単変量解析で P<0.20 であった

性別、医師経験年数、休職歴、卒業区分、

および主たる診療領域を含めた。 

主たる診療領域については、相互排他的な

名義変数を診療領域ごとのダミー変数とし

て扱い、単変量解析で P<0.20 であった内

科、小児科、皮膚科、外科、整形外科、眼

科、泌尿器科、脳神経外科、放射線科、病

理、救急科、形成外科、総合診療を候補変

数とした。これらの候補変数から、変数増

加法（尤度比）により最終モデルに投入す

る変数を選択した。年齢は欠損値が多く、

医師経験年数と概念的に重複するため、候

補変数には含めなかった。医師臨床研修医

区分も、主たる診療領域ではなく研修段階

を示す変数であり、勤務先が臨床研修プロ

グラムの構造に影響されるため、候補変数

には含めなかった。いずれかのカテゴリー

でアウトカムイベントが存在しない、また

はいずれかのセル度数が 5未満であった変

数は、完全分離または推定値の不安定化を

回避するため、候補変数から除外した。こ

の基準に基づき、臨床検査科は候補変数に

含めなかった。多変量解析は、投入変数に

欠損のない医師を対象とする完全ケース分

析として実施した。 

変数選択法による結果への影響を確認する

ため、感度分析として、都道府県分類、性

別、医師経験年数、休職歴、卒業区分、お

よび単変量解析で P<0.20 であった主たる

診療領域をすべて同時投入した強制投入モ

デルを作成した。各説明変数について、オ

ッズ比（odds ratio：OR）および 95％信

頼区間（confidence interval：CI）を算

出した。解析に先立ち、多重共線性の影響

を評価するため、分散拡大係数（variance 

inflation factor：VIF）を確認した。す

べての統計解析は、SPSS for Windows

（version 28.0.1.0、IBM Corporation, 

Armonk, NY, USA）を用いて実施した。両

側検定で P<0.05 を統計学的に有意とし

た。 

 

（倫理面への配慮について） 
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本研究は、千葉大学大学院医学研究院倫理

審査委員会の承認を受けて実施した（承認

番号：M10834）。本研究で研究者が取得し

たデータは、都道府県および厚生労働省に

おいて個人が特定できないよう加工された

医師単位の情報であり、研究者は氏名等の

直接識別情報および研究 ID との対応表を

取得しなかった。また、都道府県医師確保

担当部署に対する調査票では、個人を直接

識別できる情報を収集しなかった。本研究

は、倫理審査委員会により、人を対象とす

る生命科学・医学系研究に関する倫理指針

の適用外であり、個人情報保護法上の学術

例外規定に基づきデータの授受が可能であ

ることが確認されたうえで承認された。 

 

C. 研究結果 

（1）対象者の背景特性および主要アウト

カムの分布 

全国 47都道府県すべてからデータを収集

し、2022 年度に勤務義務を有していた医

師 8,104名を解析対象とした。対象者のう

ち、地域枠卒業医師は 7,076 名、自治医科

大学卒業医師は 1,028名であった。2022

年度医師偏在指標に基づく都道府県分類で

は、医師少数都道府県に属する医師が

3,318名、医師中程度都道府県に属する医

師が 2,917 名、医師多数都道府県に属する

医師が 1,869名であった。 

政策上の医師不足地域等での勤務月数に関

する解析では、勤務月数不明の 183 名

（2.3%）を除外し、7,921 名を対象とし

た。このうち、6か月以上勤務していた医

師は 3,510 名（44.3%）、6か月未満であっ

た医師は 4,411 名（55.7%）であった。6

か月以上勤務の有無別にみた対象者の背景

特性を Table 1 に示す。 

 

（2）単変量解析 

年齢および医師経験年数については、記述

および解析上の分類を目的として ROC曲線

解析を行った。その結果、カットオフ値は

年齢 31歳、医師経験年数 7 年であり、年

齢は 31歳未満と 31歳以上、医師経験年数

は 7 年未満と 7年以上に分類した。 

単変量解析では、都道府県分類、性別、休

職歴、卒業区分、および一部の主たる診療

領域において、6か月以上勤務の有無によ

る有意差を認めた。6か月以上勤務群で

は、医師中程度都道府県に属する医師、男

性、休職歴なし、自治医科大学卒業医師、

主たる診療領域が内科、整形外科、総合診

療である医師の割合が高かった。一方、医

師多数都道府県に属する医師、初期研修

医、主たる診療領域が皮膚科、眼科、脳神

経外科、放射線科、救急科である医師の割

合は低かった。年齢 31歳以上および医師

経験年数 7 年以上の割合も 6 か月以上勤務

群で高かったが、これらは同一アウトカム

に基づく ROC曲線解析により分類した変数

であるため、探索的・記述的に解釈した。

多変量解析の候補変数は、単変量解析の結

果および事前に定めた除外基準に基づいて

選定した。 

 

（3）多変量解析 

多変量二項ロジスティック回帰分析の結果

を Table 2 に示す。多変量解析は、投入変

数に欠損を有する 296 名を除外し、7,625

名を対象として実施した。2022 年度医師

偏在指標に基づく都道府県分類を政策的背

景因子として強制投入し、都道府県分類以

外の候補変数を変数増加法（尤度比）によ

り選択した。年齢、初期研修医区分および

臨床検査科は、多変量解析の候補変数には

含めなかった。多重共線性の評価では、各

投入候補変数の VIFは 1.01〜1.69の範囲

であり、明らかな多重共線性は認められな

かった。 

個人・キャリア要因では、男性、医師経験

年数 7 年以上、休職歴なし、自治医科大学

卒業医師であることが正に関連していた。

主たる診療領域では、内科、小児科、外

科、整形外科、泌尿器科、総合診療が正に

関連し、このうち総合診療が最も大きなオ

ッズ比を示した。一方、皮膚科、眼科、脳

神経外科、放射線科、病理、救急科、およ

び形成外科は最終モデルには残らなかっ

た。 

感度分析として、単変量解析で P<0.20 で

あった主たる診療領域を含む主要変数をす

べて同時投入した強制投入モデルを作成し

た（Supplementary Table 1）。その結果、

都道府県分類、自治医科大学卒業医師、医

師経験年数 7 年以上、休職歴なし、男性、

総合診療、内科、整形外科など、主解析で
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認められた主要な関連の方向性は概ね一貫

していた。 

 

D. 考察 

本研究では、2022 年度に勤務義務を有し

ていた医師を対象に、政策上の医師不足地

域等で 6か月以上勤務することに関連する

要因を全国規模で検討した。勤務月数を評

価可能であった医師の 44.3%が 6 か月以上

勤務していた。多変量解析では、医師少

数・中程度都道府県に属すること、男性、

医師経験年数 7 年以上、休職歴がないこ

と、自治医科大学卒業医師であること、お

よび主たる診療領域が内科、小児科、外

科、整形外科、泌尿器科、総合診療である

ことが、6か月以上勤務と独立して関連し

ていた。関連研究が政策上の医師不足地域

等における年間勤務月数を都道府県分類別

に記述したのに対し、本研究は、一定期間

以上勤務する医師の個人・キャリア要因を

明らかにした点で、勤務義務を有する医師

の配置実態に関する理解を補完するもので

ある。 

本研究では、医師少数二次医療圏に所在す

る医療機関に加え、各都道府県が医師確保

対策上位置づけた医師不足地域等の医療機

関での勤務も含めて、政策上の医師不足地

域等での勤務を定義した。関連研究では、

国の医師偏在指標に基づく医師少数二次医

療圏での年間勤務月数と、都道府県指定の

医師不足地域等を含めた年間勤務月数で

は、都道府県分類別の分布が異なることが

示されている（文献 7）。本研究でも、医

師中程度都道府県に属することが 6 か月以

上勤務と正に関連しており、関連研究の知

見と整合的であった。この結果は、勤務義

務を有する医師の政策上の医師不足地域等

への勤務を評価する際には、全国一律の医

師偏在指標だけでなく、都道府県内の医療

アクセス上の課題や配置方針を反映した政

策的位置づけも考慮する必要があることを

示唆する。 

主たる診療領域では、総合診療が最も大き

なオッズ比を示した。診療科別の地理的分

布には差があり（文献 10）、米国では、非

プライマリ・ケア専門科医は primary 

care physiciansと比較して地方郡での利

用可能性が低く、family medicineは

primary care領域の中で農村部に最も均

等に分布していたと報告されている（文献

11）。日本においても、家庭医は他の専門

医と比較して農村部に分布しやすいことが

報告されている（文献 12）。本研究で、主

たる診療領域としての総合診療が 6 か月以

上勤務と強く関連していたことは、外来、

入院、在宅、救急初期対応などを横断し得

る診療領域として、総合診療が医師不足地

域等での勤務に結びつきやすい可能性を示

している。また、内科、小児科、外科、整

形外科、泌尿器科が正の関連を示したこと

は、高齢化した地域社会における慢性疾

患、複数疾患併存、骨折、悪性腫瘍、泌尿

器疾患などへの診療ニーズや、都道府県に

よる配置調整を反映している可能性がある

（文献 13–16）。特に外科は、地方病院に

おける救急外傷診療、がん検診・ケア、一

般外科手術、地域病院の機能維持に重要な

役割を果たすことが報告されており、地域

医療における重要な診療機能の一つと考え

られる（文献 17）。 

ただし、本研究の主たる診療領域は、専門

医資格や医師本人の将来的な希望診療科そ

のものではなく、各都道府県が把握してい

る勤務義務期間中の主な診療領域を 19基

本領域に基づき分類したものである。この

変数には、都道府県による配置・勤務依頼

上の診療領域を反映する場合と、医師本人

が選択した診療領域を反映する場合が含ま

れる。そのため、主たる診療領域との関連

は、医師本人のキャリア選択だけでなく、

都道府県による配置調整や地域の診療ニー

ズを複合的に反映している可能性がある。

一方、単変量解析では、皮膚科、眼科、脳

神経外科、放射線科、救急科に分類された

医師は 6 か月以上勤務と負の関連を示した

が、これらは多変量解析の最終モデルには

残らなかった。この結果は、これらの診療

領域が政策上の医師不足地域等に不要であ

ることを意味するものではなく、専門的診

療体制や高度医療機器の必要性などによ

り、勤務義務医師として配置される医療機

関や役割が限られる可能性を示唆する。 

自治医科大学卒業医師であることは、6か

月以上勤務と相対的に大きく関連してい

た。自治医科大学は、卒業後に出身都道府

県等で地域医療に従事することを前提とし
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た制度であり、本研究の結果は、その制度

設計が、勤務義務期間中の政策上の医師不

足地域等での勤務実績に反映されている可

能性を示している。一方、地域枠制度も同

様に医師不足地域での勤務を想定した制度

であるが、自治医科大学卒業医師でより大

きな関連が認められたことは、両制度にお

ける教育、配置方針、キャリア支援、義務

年限中の運用体制の違いが勤務実績に影響

している可能性を示唆する。 

医師経験年数 7 年以上であることも、6か

月以上勤務と独立して関連していた。7年

以上の医師には、専門研修修了後またはス

タッフ医師として一定期間同一地域・医療

機関で勤務しやすい段階の医師が多く含ま

れる一方、7年未満の医師には医師臨床研

修医や専門研修中のローテーション勤務を

行う医師が含まれやすい可能性がある。た

だし、本研究では専門医取得状況やローテ

ーションの詳細を把握していないため、こ

の背景を直接判断することはできない。こ

の結果は、若手医師の専門研修やキャリア

形成支援に加えて、一定の経験を有する医

師が地域医療に継続的に関与できる配置方

針や支援策を検討する必要性を示唆する

（文献 18）。 

休職歴がないことおよび男性であること

も、6か月以上勤務と独立して関連してい

た。ただし、休職歴には、妊娠・出産、育

児、介護、疾病など多様な背景が含まれ得

るが、本研究ではその理由や期間を把握し

ていない。したがって、本結果は休職その

ものを否定的に評価するものではなく、ラ

イフイベントや健康上の事情を有する医師

が地域医療に継続的に参画しやすい配置・

支援体制を検討する必要性を示すものとし

て解釈すべきである。今後は、休職理由や

復職後の勤務状況を把握するとともに、都

市部と医師不足地域における勤務形態や支

援策の違いを比較し、短時間勤務、複数医

療機関での分散配置、復職支援などを含む

柔軟な制度設計を検討する必要がある。ま

た、男性であることの関連は、自治医科大

学卒業、休職歴なし、総合診療などと比較

すると相対的に小さかった。女性医師数は

2022 年時点で 81,139人、全医師の 23.6%

を占めており、医師の働き方改革が進めら

れるなかで、ライフイベントを有する医師

も地域医療に継続的に参画できる柔軟な勤

務環境の整備が求められる（文献 8, 

19）。 

本研究にはいくつかの限界がある。第一

に、本研究は横断研究であり、各要因と政

策上の医師不足地域等での勤務との因果関

係は判断できない。第二に、アウトカムは

2022 年度の単年度における 6か月以上勤

務であり、長期的な地域定着や義務年限修

了後の勤務継続を評価したものではない。

第三に、6か月以上という閾値は政策的妥

当性と解釈可能性に基づいて事前に設定し

たものであるが、地域医療への貢献の程度

を完全に反映するものではない。また、ア

ウトカム頻度が 44.3%と比較的高いため、

オッズ比はリスク比より 1から離れた値を

とりやすく、関連の強さが過大に解釈され

る可能性がある。さらに、本研究は全国

47都道府県を対象とした全数調査に基づ

く大規模データであるため、小さな群間差

であっても統計学的に有意となる可能性が

ある。そのため、P値のみで関連の強さを

判断せず、割合の差、調整オッズ比、95%

信頼区間を踏まえて解釈する必要がある。 

第四に、都道府県が医師確保対策上、医師

不足地域等に位置づけた医療機関の範囲や

基準は、地域の実情に応じて異なる。いず

れも医師確保上の必要性に基づく位置づけ

である一方、政策上の医師不足地域等での

勤務月数は、実際の勤務配置だけでなく、

都道府県ごとの指定範囲や運用方針も反映

している可能性がある。第五に、本研究で

は、出身地、地域医療への志向、家族背

景、配偶者の就労、育児・介護負担、勤務

時間、当直回数、給与、研修プログラム、

医局所属、配置先医療機関の機能など、地

域勤務に影響し得る重要な要因を十分に把

握できていない。また、勤務月数は常勤換

算に基づいて算出したが、常勤配置、専門

研修中のローテーション、非常勤・外勤な

どの勤務形態を十分に区別して評価するこ

とはできなかった。そのため、本研究の結

果から、政策上の医師不足地域等での勤務

がどのような勤務形態によって支えられて

いるかまでは判断できない。第六に、主た

る診療領域は、専門医資格や本人の将来的

な希望診療科を直接示すものではなく、都

道府県が把握した勤務義務期間中の主たる
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診療領域に基づく分類である。そのため、

主たる診療領域との関連は、医師本人の専

門志向だけでなく、都道府県の配置方針や

地域の診療ニーズが反映されている可能性

がある。第七に、多変量解析では変数増加

法を用いたため、最終モデルはデータ依存

的に選択されている可能性がある。ただ

し、主要変数を同時投入した感度分析で

も、主要な関連の方向性は概ね一貫してい

た。 

 

E. 結論 

本研究では、2022 年度に勤務義務を有し

ていた医師を対象に、政策上の医師不足地

域等で 6か月以上勤務することに関連する

要因を全国規模で検討した。その結果、医

師少数・中程度都道府県に属すること、自

治医科大学卒業医師であること、医師経験

年数 7 年以上、休職歴がないこと、男性で

あること、および主たる診療領域が総合診

療、内科、小児科、外科、整形外科、泌尿

器科であることが、6か月以上勤務と独立

して関連していた。 

 

これらの結果は、勤務義務を有する医師の

政策上の医師不足地域等への配置実態を評

価する際には、都道府県分類だけでなく、

卒業区分、キャリア段階、ライフイベン

ト、主たる診療領域を含めた多面的な視点

が必要であることを示唆する。今後は、地

域で必要とされる診療機能を踏まえた配置

方針と、専門研修・キャリア形成・生活支

援を組み合わせた、持続可能な医師確保政

策の構築が求められる。 

 

Table 1. 政策上の医師不⾜地域等における

6 か⽉以上勤務の有無別にみた勤務義務を

有する医師の背景特性 
 

 
 
注．本表は 2022 年度に勤務義務を有してい

た医師のうち、主要アウトカムを評価可能
であった医師を対象としている。有効 N は、

当該変数およびアウトカムの両⽅に⽋損の

ない医師数を⽰す。割合は各変数の⾮⽋損
データを分⺟として算出した。⼆値変数で

は、表に⽰したカテゴリーに該当する医師

数と割合のみを⽰した。医師臨床研修医は

専⾨領域選択前の研修段階として別⾏に⽰

した。主たる診療領域は、各都道府県が把握
した勤務義務期間中の主たる診療領域に基

づく相互排他的な分類であり、各医師はい

ずれか 1 つの診療領域にのみ分類された。

したがって、主たる診療領域の各⾏は、初期
研修ローテーションとして当該診療科に勤

務した⼈数を⽰すものではない。カテゴリ

変数の⽐較には χ²検定を⽤い、期待度数が

5 未満のセルを含む場合には Fisher の正確

確率検定を⽤いた。年齢および医師経験年

数は、6 か⽉以上勤務の有無をアウトカムと

した ROC 曲線解析に基づき、それぞれ 31
歳および 7 年で⼆値化した。 
 

Table 1. 政策上の医師不⾜地域等における 6 か⽉以上勤務の有無別にみた勤務義務を有す
る医師の背景特性 
 
変数 有効 N 6 か⽉未満, n 

(%) 
6 か⽉以上, n (%) P value 

都道府県分類 7,921   <0.001 
 医師少数都道府県  1,789 (40.6%) 1,423 (40.5%)  
 医師中程度都道府県  1,537 (34.8%) 1,362 (38.8%)  
 医師多数都道府県  1,085 (24.6%) 725 (20.7%)  
男性 7,781 2,760 (62.8%) 2,301 (67.9%) <0.001 
31歳以上 4,557 695 (31.1%) 843 (36.3%) <0.001 
医師経験年数 7 年以上 7,783 885 (20.1%) 859 (25.3%) <0.001 
休職歴なし 7,921 4,234 (96.0%) 3,449 (98.3%) <0.001 
⾃治医科⼤学卒業医師 7,921 382 (8.7%) 631 (18.0%) <0.001 
医師臨床研修医 7,708 1,377 (32.1%) 749 (21.9%) <0.001 
主たる診療領域     
 内科 7,708 905 (21.1%) 1,008 (29.5%) <0.001 
 ⼩児科 7,708 245 (5.7%) 223 (6.5%) 0.134 
 ⽪膚科 7,708 79 (1.8%) 43 (1.3%) 0.042 
 精神科 7,708 105 (2.4%) 90 (2.6%) 0.601 
 外科 7,708 289 (6.7%) 257 (7.5%) 0.179 
 整形外科 7,708 156 (3.6%) 188 (5.5%) <0.001 
 産婦⼈科 7,708 217 (5.1%) 161 (4.7%) 0.489 
 眼科 7,708 83 (1.9%) 39 (1.1%) 0.006 
 ⽿⿐咽喉科 7,708 59 (1.4%) 46 (1.3%) 0.916 
 泌尿器科 7,708 97 (2.3%) 99 (2.9%) 0.077 
 脳神経外科 7,708 94 (2.2%) 52 (1.5%) 0.033 
 放射線科 7,708 84 (2.0%) 40 (1.2%) 0.006 
 ⿇酔科 7,708 164 (3.8%) 122 (3.6%) 0.565 
 病理 7,708 30 (0.7%) 15 (0.4%) 0.137 
 臨床検査 7,708 3 (0.1%) 0 (0.0%) 0.260 
 救急科 7,708 148 (3.4%) 76 (2.2%) 0.001 
 形成外科 7,708 45 (1.0%) 23 (0.7%) 0.080 
 リハビリテーション科 7,708 24 (0.6%) 20 (0.6%) 0.879 
 総合診療 7,708 88 (2.1%) 165 (4.8%) <0.001 

 
注．本表は 2022 年度に勤務義務を有していた医師のうち、主要アウトカムを評価可能で
あった医師を対象としている。有効 N は、当該変数およびアウトカムの両⽅に⽋損のない
医師数を⽰す。割合は各変数の⾮⽋損データを分⺟として算出した。⼆値変数では、表に
⽰したカテゴリーに該当する医師数と割合のみを⽰した。医師臨床研修医は専⾨領域選択
前の研修段階として別⾏に⽰した。主たる診療領域は、各都道府県が把握した勤務義務期
間中の主たる診療領域に基づく相互排他的な分類であり、各医師はいずれか 1 つの診療領
域にのみ分類された。したがって、主たる診療領域の各⾏は、初期研修ローテーションと
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Table 2. 政策上の医師不⾜地域等における

6 か⽉以上の勤務と関連する要因：多変量⼆

項ロジスティック回帰分析 
 

 
 
注．アウトカムは、2022 年度に政策上の医

師不⾜地域等で 6 か⽉以上勤務したことと

した。多変量解析は、投⼊変数に⽋損のない

7,625 名を対象として実施した。参照カテゴ

リーは、都道府県分類では医師多数都道府

県、性別では⼥性、医師経験年数では 7 年

未満、休職歴では休職歴あり、卒業区分では

地域枠卒業医師とした。主たる診療領域は

相互排他的な名義変数であり、各診療領域

に該当するか否かを⽰すダミー変数として

扱った。最終モデルに含まれた各診療領域

の調整オッズ⽐は、同モデルに含まれる他
の説明変数を調整したうえで推定した。 

 

Supplementary Table 1. 政策上の医師不⾜地

域等における 6 か⽉以上の勤務と関連する

要因：強制投⼊モデルによる感度分析 
 

 
 

注．アウトカムは、2022 年度に政策上の医

師不⾜地域等で 6 か⽉以上勤務したことと

した。本表は、都道府県分類、性別、医師経

験年数、休職歴、卒業区分、および単変量解

析で P<0.20 であった主たる診療領域をすべ
て同時投⼊した強制投⼊モデルの結果を⽰

す。参照カテゴリーおよび主たる診療領域

の扱いは Table 2 と同様とした。臨床検査科
は、アウトカムイベントが存在せず、推定値

が不安定となる可能性があるためモデルに

含めなかった。 
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して当該診療科に勤務した⼈数を⽰すものではない。カテゴリ変数の⽐較には χ²検定を⽤
い、期待度数が 5未満のセルを含む場合には Fisher の正確確率検定を⽤いた。年齢および
医師経験年数は、6 か⽉以上勤務の有無をアウトカムとした ROC曲線解析に基づき、それ
ぞれ 31歳および 7 年で⼆値化した。 
 
 
Table 2. 政策上の医師不⾜地域等における 6 か⽉以上の勤務と関連する要因：多変量⼆項
ロジスティック回帰分析 
 
変数 調整オッズ⽐ 95%信頼区間 P value 
都道府県分類    
 医師多数都道府県 Reference   
 医師中程度都道府県 1.45 1.28–1.64 <0.001 
 医師少数都道府県 1.28 1.13–1.44 <0.001 
男性 1.14 1.03–1.26 0.011 
医師経験年数 7 年以上 1.15 1.03–1.29 0.015 
休職歴なし 2.34 1.72–3.19 <0.001 
⾃治医科⼤学卒業医師 2.02 1.75–2.34 <0.001 
主たる診療領域    
 内科 1.72 1.53–1.93 <0.001 
 ⼩児科 1.55 1.27–1.89 <0.001 
 外科 1.39 1.16–1.68 <0.001 
 整形外科 1.79 1.42–2.25 <0.001 
 泌尿器科 1.69 1.26–2.27 <0.001 
 総合診療 2.51 1.91–3.31 <0.001 

 
注．アウトカムは、2022年度に政策上の医師不⾜地域等で 6か⽉以上勤務したこととし
た。多変量解析は、投⼊変数に⽋損のない 7,625名を対象として実施した。参照カテゴリ
ーは、都道府県分類では医師多数都道府県、性別では⼥性、医師経験年数では 7年未満、
休職歴では休職歴あり、卒業区分では地域枠卒業医師とした。主たる診療領域は相互排他
的な名義変数であり、各診療領域に該当するか否かを⽰すダミー変数として扱った。最終
モデルに含まれた各診療領域の調整オッズ⽐は、同モデルに含まれる他の説明変数を調整
したうえで推定した。 
 
 
  

Supplementary Table 1. 政策上の医師不⾜地域等における 6 か⽉以上の勤務と関連する要
因：強制投⼊モデルによる感度分析 
 
変数 調整オッズ⽐ 95%信頼区間 P value 
都道府県分類    
 医師多数都道府県 Reference   
 医師中程度都道府県 1.45 1.28–1.64 <0.001 
 医師少数都道府県 1.28 1.13–1.44 <0.001 
男性 1.14 1.03–1.26 0.010 
医師経験年数 7 年以上 1.18 1.05–1.32 0.006 
休職歴なし 2.32 1.70–3.17 <0.001 
⾃治医科⼤学卒業医師 2.01 1.73–2.32 <0.001 
主たる診療領域    
 内科 1.65 1.46–1.86 <0.001 
 ⼩児科 1.48 1.21–1.81 <0.001 
 ⽪膚科 0.84 0.57–1.25 0.398 
 外科 1.33 1.10–1.61 0.003 
 整形外科 1.71 1.36–2.16 <0.001 
 眼科 0.75 0.50–1.12 0.157 
 泌尿器科 1.62 1.20–2.18 0.001 
 脳神経外科 0.86 0.60–1.22 0.390 
 放射線科 0.79 0.53–1.16 0.227 
 病理 0.78 0.41–1.49 0.456 
 救急科 0.84 0.63–1.13 0.250 
 形成外科 0.83 0.50–1.40 0.493 
 総合診療 2.40 1.82–3.17 <0.001 

 
注．アウトカムは、2022 年度に政策上の医師不⾜地域等で 6 か⽉以上勤務したこととし
た。本表は、都道府県分類、性別、医師経験年数、休職歴、卒業区分、および単変量解析
で P<0.20 であった主たる診療領域をすべて同時投⼊した強制投⼊モデルの結果を⽰す。参
照カテゴリーおよび主たる診療領域の扱いは Table 2 と同様とした。臨床検査科は、アウ
トカムイベントが存在せず、推定値が不安定となる可能性があるためモデルに含めなかっ
た。 
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